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]. はじめに は 、 多種多様な社会的コミュニティーを 創造する社会的自 

本研究では、 業務遂行における 複雑性を縮減するメカ 二 発性の程度が 高い社会のことであ る。 社会的自発性の 程度 

ズふ としての「 情 痴の果たす機能を 経験的データにより が高い社会では、 家族や氏族等の 親族関係に基づかない、 

分析する。 分析に用いるデータは、 岐阜県地方自治大学の つまり同族以外の 人間も信用できる、 中間的コミュニテ ィ 

委託により 耳ヒ陸 先端科学技術大学院大学知識科学研究科   一 があ ちこちで誕生し、 存続する。 フク マて は、 信頼とは 

野中研究室が 実施した『岐阜県における 知識創造活動にっ 「コミュニティ 一の成員たちが 共有する規範に 基づいて 規 

いての調査 コ からのものであ る。 この調査は、 県職員を対 則を守り、 誠実に、 そして協力的に 振る舞 う ことについて、 

象に 、 県職員の知識創造活動の 実態を明らかにすることを         ュ ニティ一内部に 生じる期待」であ り、 この信頼が社 

目的に実施された。 調査期間は、 平成 12 年 11 月 28 日から 会にあ る程度行き渡っていることから 生じる諸能力を「 社 

12 月 11 日 ( 配布 一 締切り ) であ る。 調査方法は、 アンケ 余資本」と定義している 1 。 社会的関係資本は、 信頼を形成 

一 ト調査票を送付し、 記入後回収する 形式であ る。 有効回 するための土壌のような 役割をもち、 この概念を採り 入れ 

答 数は、 本庁 609 、 現地機関 416 で計 1025 であ った ( 回収 ることは、 信頼を形成 する 要因を検討する 際に有用であ る。 

率 80.1%) 。 この調査データから、 県庁の職員間における 人 本研究では、 ルーマンのい う 信頼の機能と、 フク ヤて に 

格的 信頼、 職員と県庁内の 組織、 県庁外の組織との 間にお よる信頼の形成要因を、 前述の経験的データによって 記述 

ける システム信頼が 職員の業務遂行にどのような 影響を及 する。 また、 県庁業務における 信頼の構造と 機能を分析す 

ぽ しているのかを 分析する。 その際、 複雑性の縮減メカニ ることにより、 事務職と研究技術職の 業務上の違いを 明ら 

ズム としての信頼に 注目する N. ルトマンの社会システム かにする。 
論を出発点とする。 また、 フランシス・ フ ク マ での信頼の 

概念についても 参照する。 
3. 仮説と検証 

県庁の職員間における 人格的信頼、 職員と県庁内の 組織、 

県庁 外 の 糸幽我 との間におけるシステム 信頼が職員の 業務 遂 
2. 先行研究 

ル - マン (1971) によると、 信頼はコミュニケーション 
行 にどのような 影響を及ぼしているのかを 明らかにするた 

形態であ り、 内的に保障された 確かさによって、 情報不足 
めに、 まず、 信頼の形成要因が 何であ るかを人格的信頼と 

を 補いながら、 手持ちの情報を 過剰に利用し、 行動期待を 
システム信頼に 分けて分析した。 次に、 業務を遂行するに 

あ たり効率性に 関わる要因はどのようなものであ るかを 分 
一般化することにより 複雑性を縮減する。 

ルトマンに よ れば、 信頼には個人レベルで 他者の人格に 
析 した。 そして、 最後に、 業務特徴に着目し、 信頼の機能 

対する「人格的情痴 と 、 あ るシステムが 作動していると 
と 職種の関係について 分析した " 

いう 前提のもとでの、 そのシステムの 働きに対する 信頼で 

あ る「システム 信頼」という 二つのカテゴリーが 考えられる。 
3.] 人格的信頼を 形成する要因 

このような概念枠組みは、 県庁業務の遂行における 信頼の 
人格的信頼は 他者の人格に 対する信頼なので、 人格的 信 

機能を分析するにあ たり、 県庁の職員間における 人格的 信 
頼を代表する 項目として「部下を 心底信頼している」を 用 

頼 、 職員と県庁内の 組織、 県庁外の組織との 間における シ 
いることにした。 また、 人格的信頼を 形成する要因として 

ステム信頼を 誼屯する上で 有効であ る。 
選んだ項目は 、 次のとおりであ る。 

ところで、 フクヤマ (1996) も「信頼」の 程度に着目し 
フクヤて によると、 社会的関係資本は、 集団や組織の 中 

で 共通の目的のために 一緒に働く能力であ り、 コミュニ テ 
た 国際比較を試みている。 企業規模の国際比較に 基づき、 
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ィ 一の価値、 規範の共有程度から 信頼は生じるといわれて 

いる。 したがって、 ここでは信頼が 生じるために 共有すべ 
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き 価値を、 目的や基本方針の 共有と捉え、 社会的関係資本 享持 曄 研究技術 肱       研究技術 俺 

を 代表する項目として「仕事の 目的や基本方針が 共有され 定数項 l.50l " 俺 l.3l " 甘 1.l0l       l.l95 ノ 

ている」を用いることにし 六氏 
社会的 及 原資本 

ルーマンは、 人格的信頼を 形成するための 手がかりとし 基本方針の共有 0.l87% 0.l3l " 0.077 片 0.l83% 

て、 信頼する相手に 馴れ親しみがあ ることと述べている。 且 れおしみ 

相手に対して 馴れ親しみを 感じるのは、 共有する背景が 確 
時間の共有 0.293 Ⅰ 0.332 市 0.322" 笘 0.286 ぬ 
自由な組はユ 土 0.l22 Ⅰ 0.183% 0.327% 0.l9 ヰ 

実なものとなるために 歴史が必要であ るということから、   0 ・ l86 0.l@9 0 ・ 3l2 0.205 

時間の共有と 時間の変遷により 形成される組織風土が 馴れ   35.207% l7.745% 97.787%   27.lll 肛 

親しみに関係すると 考えられる。 したがって、 ここでは、 「 ぽ l@  " 注 両側棄却 : 各変故は 域 l0% 5 点尺度の 水準で有寸。 チッ カートスケールによる "5% 水準で有志。 窩 1% 水準で有志   

れ 親しみ」を代表する 項目として、 時間の共有と「思った 

ことが自由に 言える」組織風土を 用いることにした。 よっ 

て 、 人格的信頼を 形成する要因は「社会的関係資本」と「 馴 3.2 システム信頼を 形成する要因 

れ 親しみ」に分けられ、 合わせて 3 つの項目が選択された。 ルトマンのい う システム信頼の 対象であ るシステムの 働 

きとは、 例えば、 組織の存在価値を 保持することや、 他の 

仮説 1 : 人格的信頼は、 社会的関係資本と 馴れ親しみと 私邸 哉 との関わりを 維持することであ る。 こうしたシステム 

いう概念により 説明することが 可能であ り，その形成には の働きの始原は、 意味を通して 要素間を結びつけるコミュ 

目的や基本方針の 共有、 時間の共有、 自由な組織風土とい ニケーションにあ る。 したがって 、 「 ト甲 牛の呼吸で意思疎通 

ぅ 要因が関わっている。 ができる」という 項目は、 回答者のシステム 観を聞いてい 

ることになるので、 これをシステム 信頼の項目として 用い 

ここでの分析の 目的は、 人格的信頼を 形成する要因とし ることにした。 システム信頼を 形成する要因としては、 歩 

て 選ばれた項目が、 人格的信頼を 代表する項目に 影響を与 調を合わせることや 意思疎通を促進するような 要件を考慮 

えているのかを 検証することにあ るので、 「部下を心底信頼 し、 目標の共有、 保有知識・技術の 認 : 識 、 仕事以覚の理由 

している」を 従属変数とした 童 回帰分析を行った。 その 結 ( 余暇など ) で長時間一緒にすごす、 共同体験学習の 機会 

果 、 事務職、 研究技術職の 両職種ともに、 目的や基本方針 の 4 つの項目を選択した。 そして、 それらの項目が「 ド 甲午 

の 共有、 時間の共有、 自由な組織風土がそれぞれ 有意であ の呼吸で意思疎通ができる」を 説明しているかどうかを 分 

ることがわかった ( 表 lL 。 人格的信頼については、 自分の 析 した。 ここでは、 各項目に対して、 回答者の所属する 部 

部下への評価と 上司の部下への 評価という 2 通り聞いてい 署 内、 県庁内の他部署、 県庁外部の人間 ( 民間企業、 各種 

る 。 そのため、 回帰 式は 、 自分とその上司の 評価のそれぞ 団体 ) の 3 つぼ分けて聞いており、 システム信頼の 及ぶ 範 

れば ついて推定される。 この分析では、 自分と上司の 評価 囲も明らかにできる。 

間 に大きな違いはなかった。 

人格的信頼を 形成する要因については、 社会的関係資本、 仮説 2 : システム信頼は、 目標の共有、 保有知識・技術 

時間の共有、 自由な組織風土は、 いずれも人格的信頼を 形 の認識、 仕事以覚での 時間の共有、 共同体験学習の 機会の 

成する要因であ るといえる。 したがって、 人格的信頼は 社 4 つの要因で説明することができる。 

全的関係資本と 馴れ親しみの 概念により説明でき、 仮説 1 

は検証されたことになる。 ここでの分析の 目的は、 システム信頼を 形成する要因と 

して選ばれた 項目が、 システム信頼を 代表する項目に 影響 

を 与えているのかを 検証することにあ るので、 「 阿 咋の呼吸 

で 意思疎通ができる」を 従属変数とした 童 回帰分析を行っ 

た 。 その結果、 事務職と研究技術職の 違 いは 、 部署内にお 

けるシステム 信頼については、 事務職はすべての 項目にっ 

いて有意であ ったが、 研究技術職では、 「共同体験学習の 機 
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会 があ る」という項目のみ 有意であ ることが示されなかっ 

たことであ る。 この違いを除いては、 県庁内池部署と 県庁 

外部の人間の 両方において、 事務職も研究技術職もいずれ 

の項目も有意であ った ( 表 2L 。 

システム信頼を 形成する要因については、 所属部署内、 

県庁内池部署、 県庁外部の人間の 結果を総合的にみると、 

目標の共有、 保有知識・技術の 認識、 仕事以覚の理由 ( 余 

暇など ) で長時間一緒にすごす、 共同体験学習の 機会の 4 

つの要因で説明することができるという 仮説は検証された 

ことになる。 

表 2 : システム信頼を 形成する要因 

変数として部署の 規模を設定した。 

仮説 3 : 効率性は、 人格的信頼とシステム 信頼により説明 

できる。 

効率性を説明する 信頼の機能として、 事務職では、 自分 

と上司、 所属部署内と 県庁内池部署が 有意であ り、 県庁 外 

部の人間のみが 有意でないことがわかった。 一方、 研究技 

術職では、 上司、 所属部署内が 有意であ り、 自分、 県庁内 

他部署と県庁外部の 人間が有意でなかった ( 表 3L 。 この結 

果、 人格的信頼とシステム 信頼による効率性への 影響が示 

され、 仮説は検証された。 信頼の機能が 職種ごとに異なる 

ことも明らかになった。 

sap? " 刊 "" vim- 

"" """"  " 嫡 佛お柵 ' ""Q " 曲 。 " 表 3 : 効率性を説明する 信頼の機能 

@3SSS 0 ㏄ " 0m"  0 旬 " 0 目 2"  0 旬 " 032" 事務 職 研究技術 腱 

asus Q3B9'" 0%7"  0%* 0%*  囲 " 皿 " 定数項 5.362 "   6.586 ハ " 

療描翔 @% 0% Ⅴ " 0%"  0l 名 " 0l 目 "  0l3" 0lS" 制御文 柑 
ヰ コ市 臣 Ql7*  0l4"  ⑫ 5m  吻 *  0l ㏄ *  ㎝ lm 組臣 規模 一 0 ． 0 1 0 0.003 一 0l7"  Ⅸ 迫 。 27"            吻 <. Ql2< 人格的伝 頼 

部下への信頼   自分 ) 0 ・ l 67     0 ． 052 

  O 卸 Q318  Q 紬 0%  0 ⑪ 0 便 都下への信頼 ( 上司 ) 0 ． 1 93       0 ・ @32     

  
く 五皿 *  田鰍 *  甘旦 8-  % Ⅱ 8m  托耽 8m  邱 Ⅱ 8* 、 ンステム信頼 

荒思 疎通 ( 部 キ内 ) 0 ． l36     0 ・ l 77   
両掛。 " 確確 "" 。 ， 廟 " "." 。 輔 ' 意思疎通 ( 県庁内他部 串 ) 0 ． l l 9   一 0 ・ 054 

意思疎通 ( 県庁 外 ) 一 0.056 0.07 

  0.l 6 6 0 ・ l 05 
    5.l03       

3.3 効率性を説明する 信頼の機能 両側棄却 域 l0 防水準で有意。 "5% 水準で有意。 " ‥ l % 水準で有意   

意思決定，合意形成の 円滑化、 迅速化を示す 項目を決め 

る 際には、 業務遂行の状態を 聞いている点に 着目し、 「業務 

は無駄なく遂行されている」「必要以上に 意思決定に時間が 3.4 業務遂行に対する 県民からの信頼と 効率性、 業務の特 

かかる 2 」 r 決定事項はすばやく 実施される」の 3 項目を取り 徴の関係 

上げ、 相関分析を行った。 その結果、 相互間に有意な 相関 信頼の機能が 職種により異なることを 業務の特徴から 明 

があ ることが確かめられたので、 上記の 3 項目の合計を「 効 らかにするために、 職種の属性が 反映されそうな 項目とし 

率性 」と定義し、 以下の分析で 用いることにした。 て 、 「県民からの 信頼が業務遂行に 貢献している 4 」 r 県民と 

人格的信頼を 形成する要因とシステム 信頼を形成する 要 直接対応する 機会があ る」「高度な 専門技術・知識の 必要性」 

因の分析から、 各信頼を構成する 要因が明らかになった。 「技術・情勢の 変化に応じた 業務の改 詫 「個人の技能・ ノ 

ここでは、 効率性に人格的信頼とシステム 信頼がどのよう ウハウの貢献」を 選択し、 効率性との相関分析を 行った。 

な 影響を与えているのかという 信頼の機能を 明らかにする その結果、 事務職、 研究技術職ともに、 いずれの変数間 

ために、 効率性を従属変数にした 童 回帰分析を行った。 独 においても有意な 相関がみられた。 職 手動りに各変数の 平均 

立 分と上司の評価、 変数は、 「部下を心底信頼している 「ロ印牛の呼吸で 意思疎通できる ( 人格的信頼 ( システム ) 」の自 値を比較すると、 事務職と研究技術職では 有意な差がない 
ことが明らかになった。 

信頼 ) 」の所属部署内、 県庁内池部署、 県庁外部の人間であ 

り 計 5 つ む 設定した 3 。 なお、 この分析では、 コントロール 
県庁内他部署、 県庁外部の人聞と 表記する。 
4 この質問は、 県民が県庁に 関わるシステムを 信頼しているという 事実では 

，この項目のみ 5 点尺度で回答され だ スケールの逆の 値をとっている ， なく、 回暦者にとって 県民からの信頼が 業務遂行に貢献しているのかどうか 
、 以下、 言葉の重複を 避けるために、 各変数を、 自分、 上司、 所属部署内   ということであ る   
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4. 議論 

以上の結果、 仮説 1 から 3 は検証された。 しかし、 県庁 

の職員間における 人格的信頼、 所属部署、 県庁内池部署、 

県庁外部の人間におけるシステム 信頼が職員の 業務遂行に 

及ぼしている 影響について、 職種の属性による 差異は示せ 

なかった。 そこで、 研究技術職におけるシステム 信頼を形 

成する要因と 効率性を説明する 信頼の機能の 分析結果に着 

目し、 業務に関わる 複雑性について 考えていくことにする。 

高度で複雑だと 考えていた研究技術職の 業務・特徴は、 事 

務職のそれとは 差異がないことが 明らかになった。 事務職 

も 研究 技ゥ研 哉も複雑性の 程度に差がないのだろうれ 

職種における 複雑性とは一体何を 意味するのか、 複雑性 

を規定する要因を 考えてみると、 業務の量や内容、 問題解 

決に費やせる 時間、 必要とされる 専門技術や知識の 質など 

があ げられる。 しかし、 一意に決まるものではないので、 

ケースに応じて、 何をもって複雑であ るのかを明確にする 

までは、 職種別に複雑さの 程度を比較することはできない。 

ところで、 ルトマンの説く 複雑性の縮減メカニズムとし 

ての信頼は、 人間関係の複雑性を 縮減する。 人間関係の複 

雄性とは、 関与する人数の 多さ、 構成員のあ る属性の違い 

に関わる調整の 困難さであ る。 こうした複雑さを 含むシス 

テムであ っても、 信頼をよせられるのならば、 体験を通し 

て構造化されたマナーや 規範などの信頼根棚 こ 基づき、 内 

的に保障された 確かさによって、 情報不足や人間の 限定 合 

理性を補いながら、 行動期待を一般化することに よ り複雑 

性は縮減されるだろう。 これは、 数人で構成されたプロジ 

ェクト ( というシステム ) でも、 自治体、 住民、 企業、 そ 

の他の団体などの 多 主体で構成されたシステムにおいても 

同様であ る。 

システム信頼の 形成要因を明らかにする 分析では、 従属 

変数「 ト可 牛の呼吸で意思疎通ができる」を 部署内、 県庁内 

他部署、 県庁外部の人間に 分けて分析した。 どの分析にお 

いても、 目標の共有、 保有知識・技術の 認識、 仕事以覚の 

理由 ( 余暇など ) で長時間一緒にすごす、 共同体験学習の 

機会の 4 つの変数は、 有意であ った ( 表 2) 。 しかし、 効率 

性を従属変数にした 信頼の機能に 関する分析では、 事務職 

では、 部署内と県庁内池部署が、 研究技術職では 部署内だ 

けが効率性を 説明する変数として 有意性を示した ( 表 3) 。 

この研究技術職の 結果は、 通常、 限られた人とのみ 交流 

するような狭い 組織の中で業務を 遂行しているという 現状 

を 表しているといえるだろう。 

部署内、 県庁内池部署、 県庁外部の人間、 という回答者 

の 所属部署からみた 物理的距離に 関係なく、 システム信頼 

は、 上記の 4 つの変数で説明できるのだが、 効率 性 には、 

部署内だけが 有意であ ったという結果は 、 次のことを含意 

している。 

現在の研究技術職は 狭い糸 路哉 内で業務を遂行している。 

しかし、 今後の公的機関における 研究技術職の 業務は、 PA 
(P 血 licAc ㏄ p ぬ Ⅱ㏄ : 公衆受容 ) がますます重要になり、 

システム信頼が 業務遂行に大きく 関わってくるであ ろう。 

したがって、 県民はもちろんのこと、 企業、 各種団体など、 

現在は県庁を 取り巻く「環境」とみなされている 対象も取 
り込んだシステムを 形成していく 必要があ るし、 また、 信 

頼をよせられるようなシステムにしていくことも 求められ 

る 。 

5. 結論と今後の 課題 

本研究では、 県庁の職員間における 人格的信頼、 職員と 

県庁内の組織、 県庁 外 のみ 出哉 との間におけるシステム 信頼 

が職員の業務遂行にどのような 影響を及ぼしているのかを、 

ルーマンの理論と フクヤマ の信頼の概念を 導入し、 経験的 

データに基づき 検証した。 その結果、 仮説はすべて 検証さ 

れ、 職種の属性に 有意な差はないが 業務の遂行プロセスに 

おける信頼の 機能に遠いがあ ることが示された。 

今回の分析からは、 事務職、 研究技術職という 職種の業 

務 特徴を明確に 示す結果がでなかった。 それは、 実際に業 

務内容の差異がないのか、 公的機関の業務内容が 職種の属 

性を反映していないためなのかここでは 明らかにできない。 

したがって、 今後の課題として、 PA が業務遂行にもたらす 

影響 と糸聯哉 内の信頼関係に 着目し、 県民の信頼が 業務に貢 

敵 しているという 認識と所属部署内の 信頼関係に関わる 項 

目の値が平均値以上のザンプルを 用い、 職種の特徴が 有意 

に表れるかの 分析を行 う 。 
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